オープン・イノベーションとビジネスモデルの再構築 by 原田, 誠司
47
はじめに
　 去 る ６ 月（ 平 成22年 ） に「 産 業 構 造 ビ ジ ョ ン
２０１０」（経済産業省）と「新成長戦略」（内閣）が
民主党政府から発表された。政権が民主党に変わって、
初の日本経済に関する基本展望・成長戦略が示された。
しかしそこには、政権交代とは関係なく、グローバル
経済のなかでの日本経済・産業が直面する戦略的課
題が提示されている。なかでも、「産業構造ビジョン
２０１０」は＜日本企業のビジネスモデルの再構築＞
という重要な提起を行っている。本稿では、このビジ
ネスモデルの再構築について、若干の検討を行う。
１　産業構造ビジョン2010の提起
　まず、「産業構造ビジョン２０１０」の概要を見て
おこう。
☆問題意識
　このビジョンでは、2000年代に入って明確になった
日本経済の行き詰まりの要因を次の３点に求め、「日
本産業のグローバル競争力強化」を対症療法ではない
構造的展望として示そうとした。この視点は遅きに失
した観はあるが、日本企業のビジネスモデルの問題を
取り上げている点で、正鵠を得たものと評価してよい
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であろう。
・「産業構造全体」の問題
・企業の「ビジネスモデル」の問題
・ 一企業ではどうしようもない国の「ビジネスインフ
ラ」の問題
☆日本経済・産業の行き詰まりと背景
　世界経済における次のような日本経済の地位低下を
日本経済の行き詰まりと把握する。
　・ １人当たりＧＤＰ・・2000年３位→2008年23位に
低下
　・ 世界ＧＤＰに占めるシェア・・1990年14.3％→ 
2008年8.9％に低下
　・国際競争力・・1990年１位→2010年27位に低下
　こうした日本経済の地位低下はこの間何度も指摘さ
れてきた。重要なのは、こうした日本経済行き詰まり
の背景として大きく次の３点をあげている点である。
　まず第１に、産業構造の問題。2000年から2007年に
おけるＧＤＰの伸び（13兆円）の半分（６兆円）を自
動車に依存していること、かつ、製造業の電機等主要
分野での同一産業内競争の結果としての低利益率とい
う問題を解決しなければならない。
　第２に、企業のビジネスモデル問題。電機産業市場
においては、液晶パネルやＤＶＤプレイヤー等のハイ
テク新製品が開発当初は世界市場でトップの地位を占
めながら、市場の成長・拡大の普及段階になると急速
なシエア低下に見舞われている。「技術に勝って、事
業で負ける」状況に陥っている。これは、企業のビジ
ネスモデルのイノベーションを迫っている。
　第３に、ビジネスインフラの問題。外国企業のアジ
ア統括拠点や研究開発拠点等の拠点機能が日本から中
国等アジアに移転しており、日本の拠点としての競争
力が失われている（米Ｐ＆Ｇはアジア本社を神戸から
シンガポールに移転、シンガポールの法人税17％等）。
法人税率引下げ等規制改革での魅力アップが課題と
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なっている。
　以上３点は正当な指摘であり、特に今回、初めて、
企業のビジネスモデルの問題が取り上げられたことは
高く評価すべきであろう。
☆４つの転換－今後の方向－
　この現状分析の上に立ち、次の４つの転換＝方向性
を提示する。
　①産業構造の転換・・・自動車依存の「一本足打
法」から戦略５分野の「八ヶ岳構造」へ、高品質単品
売りから「システム売り・文化付加価値型」へ、環境
エネルギー等制約要因を「課題解決産業」への転換を
図る。戦略５分野とは、インフラ関連／システム輸出
（新幹線等）、環境・エネルギー課題解決産業、文化産
業（ファッション、コンテンツ等）、医療・介護・健康・
子育てサービス、先端分野（ロボット、宇宙等）を指す。
　②ビジネスモデルの転換・・・「技術で勝って、事
業でも勝つ」戦略に転換する。垂直統合・自前主義で
高度摺り合わせ型ものづくりと多数の同業種企業の国
内消耗戦から脱却し、世界のモジュール化分業（ブラッ
クボックス／オープン化・国際標準の戦略的組合せ）
とスピード感ある投資による、事業戦略（標準化）と
産業再編を進める。
　③グローバル化と国内雇用の二者択一からの脱
却・・・積極的グローバル化と世界水準のビジネスイ
ンフラ強化による雇用創出を図る。グローバル化＝空
洞化論を排し、成長市場＝新興国であることを踏まえ、
国内の競争力強化（法人税改革、海外からの企業・人
材促進、強い現場維持、中小企業の海外市場開拓等）
を図る。
　④政府役割の転換・・・国家間の熾烈な付加価値獲
得競争に勝ち抜く。競争ゲームの変化（国家資本主義、
環境エネルギー等社会課題の解決が成長の中心、各国
間競争激化）に対応した戦略的「政・官・民」連携と
新たな産学官連携を構築する。
　この４つの転換をどう組み立てるか。一般的にみて、
①の戦略５分野はいずれも需要拡大・成長分野と見込
まれ、時間の経過とともに産業構造を転換させること
になると見てよいであろう。問題は、グローバル市場
でこれら産業が競争力を持つにはどうすべきか、とい
う点にある。そのためにまず取り組むべきは、グロー
バル市場で競争力を持てるようなビジネスモデルを構
築することであろう。つまり、①を実現するためには、
まず、対象とする戦略分野のビジネスについて、②に
取り組むことになる。
　③はどうか。これは積極的グローバル化方針である
から、規制改革に取り組む一方、中小企業の競争力強
化が課題となる。強い現場を維持し中小企業の海外市
場開拓等を行うためには、やはり、中小企業がグロー
バル市場で競争力を持てるようなビジネスモデルを構
築しなければならない。つまり、③の場合も、まず②
に取り組むことになる。
　④は事業推進主体の問題であり、この政策全般にわ
たる。ただ、以上のように、①～③までのテーマは市
場経済の主役である企業のビジネスモデルの再構築、
つまり②に密接に関連する。その意味で、ビジネスモ
デル再構築プロパーの取組み体系を明確にする必要が
あると言えよう。
２　ビジネスモデルをどうとらえるか？
　では、肝心のビジネスモデルをどうとらえればよい
か、とらえるべきか？
☆産業構造ビジョンのビジネスモデルとは？
　「産業構造ビジョン２０１０」では、ビジネスモデ
ルを次のように説明している。
　・ 1970 ～ 1980年代は、日本製造業のビジネスモデ
ル＝「垂直統合・自前主義＋同業種切磋琢磨」で
世界を席巻した。
　・ 1990 ～ 2000年代は、欧米企業が知財・デジタル化・
モジュール化・オープン化に対応したビジネスモ
デル＝「モジュール化モデル」で世界シェアを奪
還した。
　・ 事例①インテル・・・インターフェースの標準化。
ＭＰＵは知財で保護・ブラックボックス化＋周辺
装置（ＰＣＩパス、マザーボード）は標準化・台
湾等へ外注。
　・ 事例②シスコシステムズ・・・規格の標準化。ルー
ターは知財で保護しブラックボックス化＋他企業
へライセンス（デファクト化）。
　・ 事例③ノキア・・・携帯電話インフラのブラックボッ
クス化。基地局制御システムをブラックボックス
化＋携帯電話端末はオープン標準化。
　・ ピラミッド構造垂直統合・自前主義モデル①従
来・・・セットメーカー＝擦り合わせの生産性向
上で同業種切磋琢磨。部品・製造装置メーカー＝
強いセットメーカーに鍛えられともに発展。
　・ ピラミッド構造垂直統合・自前主義モデル①現
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在・・・セットメーカー＝ビジネスモデルの変化、
新興国成長に対応できず。部品・製造装置メーカー
＝新興国企業とのコスト競争。賃金低迷。セット
メーカーと共倒れのおそれあり。
　・ ビジネスモデルの転換・・・「『どの基幹技術をブラッ
クボックスにし、どの部分をオープンにして国際
標準化を目指すか』という新たなビジネスモデル
を構築し、戦略分野への重点投資を行っていく必
要がある。」１）
　以上から明らかなように、この「ビジョン２０１０」
では、「ビジネスモデルの転換」は強調されるものの、
肝心のビジネスモデルとは何か（「定義」）は全く明ら
かにされていない。ここで述べられているのは、結局、
日本型の「垂直統合・自前主義」モデルから欧米型の「モ
ジュール化モデル」への転換を、＜ブラックボックス
化＋オープン化・標準化＞という新しいビジネスモデ
ルの構築により目指すという結論のようだ。しかし、
これで本当に日本企業のグローバル競争力をもったビ
ジネスモデルが形成できるのだろうか。
☆ビジネスモデルを定義する
　では、あらためて、ビジネスモデルとは何か。筆者
なりの検討の結果を踏まえてビジネスモデルを定義す
ると、次のように言えよう。２）
　・ ビジネスモデルとは、「ある事業（商品・サービス）
における顧客満足を利益に変換する仕組み」である。
　・具体的には、
　　「 ①誰に（市場・顧客）、 
②何を（商品・サービス）、 
③どのように提供して（提供方法）、 
④利益をあげるか、 
という体系的な仕組み（アーキテクチャー）」で
ある。
　なお、このビジネスモデルの定義は、ドラッカーの
企業論を前提にして、表現したものである。３）
　ではこのビジネスモデルの定義からすると、上記の
「ビジョン２０１０」におけるビジネスモデル理解は
どう位置づけられるか。
　「ビジョン２０１０」では、1990年代以降、半導体、
液晶パネル、ＤＶＤプレイヤー、カーナビ、携帯電話
等エレクトロニクス新製品群は市場への登場時は日本
企業が世界トップの位置にあったのに、世界市場での
普及段階になると世界シェアが急落してしまう、とい
う「技術で勝って事業で負ける」状況が続いており、
こういう状態を解消しなければならないと指摘する。
　この指摘は至当としても、どうもその要因分析はい
ただけない。日本企業は高度な摺合わせ型垂直分業で
新製品を市場に出したが、後発の海外企業はモジュー
ル型水平分業（＝ブラックボックス化＋オープンネッ
トワーク＋国際標準化）で市場を制覇してしまう。前
者は日本の大手電機企業、後者は韓国のサムスン電子
などを指す。
　この分析を上記のビジネスモデルの定義にあてはめ
ると何が言えるか。すぐ気がつくのは、この垂直分業
と水平分業の対比は、③の提供方法のことを指摘して
いるだけではないかということだ。確かに、インテル
などを見れば、ソフトのマイクロソフトと組んで、＜
ブラックボックス化（技術）＋アウトソーシング（製
造は台湾のファウンドリー会社）＋デファクトスタン
ダード化＞というグローバルな分業＝提供方法を確立
して、市場を制覇した。しかし、これは1990年代から
すでに何度も指摘され、わかっていたことではないか。
　重要なのは、21世紀に入ってからの世界市場の構造
変化ではないか。つまり、①の市場・顧客と②の商品・
サービスの大変動が起きているのに、その点への対応
が遅れていることだ。サムスンはインテルとは異なり、
独自の革新的技術開発はやらないかわりに、徹底した
世界市場のマーケティングにより各地域ごとの市場
ニーズを把握し（地域専門家の新興国への配置）、そ
のニーズに対応した製品を提供して、日本企業を上回
るシェアを獲得したのである。日本式の＜高品質・高
価格＞製品のみが高付加価値＝利益を得るわけではな
いことを実証した。日本企業にくらべ、サムスンの方
がはるかに売上高営業利益率は事実として高いのだ。
「ビジョン２０１０」は提供方法ではなく（提供方法
も重要だが）、市場・顧客と商品・サービスの大変動
にもっと焦点を絞って分析すべきであった、と言わな
ければならない。
３　世界市場の構造変動と新戦略
　では、世界市場はどのように変化したのか。
☆成長する新興国市場・停滞する先進国市場
　1990年代以降の途上国の経済成長は新たな巨大新興
国市場を出現させつつある。とくに、2008年９月のリー
マンショック後の経済危機後の回復過程で、＜成長す
る新興国市場－停滞する先進国市場＞という世界市場
の構造変化が明確になった。
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　年間所得20,000ドル以上の富裕層は1.7億人にすぎな
いが、この先進国市場は停滞・低成長傾向にある。だ
が、年間所得3,000ドル～ 20,000ドルの中所得層は14億
人（中国４億人、インド２億人、インドネシア8000万
人と３カ国だけで約７億人）にのぼり、日本の中流以
上の購買力があり、成長している。さらに、この層に
続く年間所得3,000ドル以下のＢＯＰ層（ボトム・オブ・
ピラミッド）も約40億人にのぼり、成長している。こ
の巨大市場を前提にしたビジネスモデルの再構築が迫
られている、と言わなければならない。
☆ネクスト・マーケット－Ｃ．Ｋ．プラハード－
　1990年代にあの「コア・コンピタンス」の提起を行っ
たプラハードは、中所得層だけではなく、このＢＯＰ
層（ボトム・オブ・ピラミッド）をネクスト・マーケッ
トNext Marketとしてとらえる。
　これまで、40 ～ 50億人の最下所得層であるＢＯＰ
層はもっぱら援助の対象として考えられ、ビジネスの
対象とはまったく考えられなかった。しかし、2000年
代に入って、新しいＢＯＰ市場の輪郭がはっきりと見
えてきた。「収益をあげつつ貧困を撲滅する」４）こと
が可能になったのである。つまり、40億人のマイクロ
消費者・生産者が相当規模の市場を形成し、成長の原
動力になっており、これはすべての人々にとって新し
い事態である。そして、40億人は同じ顔をしているわ
けではないので、成果を挙げるのには事業の焦点に合
わせる必要がある。したがって、「ＢＯＰ市場に積極
的に関るには、新しく革新的なビジネス手法が必要で
ある。先進国市場のビジネスモデルを手直しするだけ
ではうまくいかない。」５）
「ＢＯＰ市場が世界規模のイノベーションのプラット
フォームになる」６）ケースも出てきたのである。
☆リバース・イノベーション戦略－ＧＥ－
　プラハードの問いに１つの回答を用意したのはＧＥ
である。この間の実績を踏まえて、ＧＥはすでに、こ
の「革新的なビジネス手法」を＜リバース・イノベー
ション戦略＞と名付けて、推進している。
　ＧＥは、2000年にハイテク・高価格の超音波診断装
置を中国に投入したが、ほとんど売れなかった。中国
現地の診療所には、オーバースペックでかつ高価格の
ためであった。そこで発想を変え、10分の１の低価格
（1.5万ドル）でコンパクトな超音波診断装置（ノート
ＰＣ利用）を開発して中国の農村部向けに販売する。
また、インド農村部向けには、1000ドルの携帯型心電
計（ＥＣＧ）を製造、販売した。いずれも売上好調で
成功しただけでなく、アメリカ国内でも販売され新た
な利用法も生まれている（アメリカの救急救命セン
ターや手術室で重宝された）。
　ＧＥはこうした新しい手法を、＜リバース・イノベー
ションReverse Innovation＞と呼ぶ。リバース・イノ
ベーションとは、新興国での開発と新興国発先進国向
け開発という二重のイノベーションを込めている。新
興国に顧客ニーズに適応した製品開発が不可欠であ
り、その製品が先進国のニッチ市場にも適応するイノ
ベーションにもなるのである。そのことは、これまで
のグローカリゼーション戦略で抹殺された製品企画が
ローカル（新興国）で開発され、先進国に提供された
ことを意味する。つまり、グローカリゼーション戦略
では把握できなかった市場を確保したのである。
　グローカリゼーションとは、「優れた製品を自国で
開発し、全世界に向けて販売し、地域特性に合わせて
一部改良する」戦略であり、「このアプローチならば、
コストの最小化に不可欠なグルーバル化と、市場シェ
アの最大化に必要なローカル化のトレード・オフを最
適化できる。」７）つまり、リバース･イノベーション戦
略の発見はこうしたグローカリゼーション一本槍の時
代は終わったことを意味する。かくして、ＧＥは、こ
う断言する。「グローカリゼーション同様、リバース・
イノベーションの能力を身につけなければ、ＧＥの各
事業が今後10年を生き残り、好業績を得ることは難し
い。新興国で成功することは、先進国で勝ち残るため
の必要条件なのだ。」と。８）
☆リバース・イノベーション戦略とグローカリゼー
ション戦略
　リバース・イノベーション戦略は不可欠である。だ
が、グローカリゼーション戦略も今後とも重要な戦略
である。問題は、両者は相容れないことだ、とＧＥは
言う。
　つまり、グローカリゼーション戦略を成功に導いて
きたのは、「中央集権的で製品中心の組織構造と経営
慣行」であり、リバース・イノベーション戦略は「分
散型で地域市場を志向する」ので、反対の性格を持つ。
具体的には、ＧＥは、①リバース・イノベーションの
ために「投入される人材と資源のほとんどすべてを、
地域市場に配置し、そこで管理する必要がある」ので、
「ローカル・グロース・チーム」（ＬＧＴ）をたちあ
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げ、②ＬＧＴには、「個々に損益責任を負わせる一方、
地域特性に応じた製品の開発、製造、営業、サービス
に関する権限、そして世界各国のＧＥの資源を利用で
きる権限」をあたえた。」９）さらに、新興国市場で成
功を収めた製品は、間違いなくグローバルに展開でき
る。こうしたアプローチの仕方はいずれも、グローカ
リゼーションとは対極に位置する。
　では、ＧＥはなぜ、こうした発想の転換、新戦略の
発見ができたのか。１つは、2001年９月に、Ｊ．Ｒ．
イメルトがＪ．ウエルチの後継者としてＧＥのＣＥＯ
に就任するが、イメルトはウエルチのＭ＆Ａ路線とは
異なる「内部成長を促進し、買収に頼らない」という
目標を提示したことだといわれる。この方針に沿って、
成長する中国やインド市場にたいし、「新興国市場に
おける特殊なニーズや顧客の懐具合に見合った画期的
な新製品」10）の開発を行い、上記のような失敗をし、
それを解決して新戦略を発見したのである。
　イメルトは、次の２つの思いこみをやめなければな
らない、と指摘するが、この点はわれわれにとっても
極めて重要なポイントであろう。
　１つは、＜新興国市場＝途上国市場も先進国と同じ
ように段階的に発展していく＞という、いわゆる雁行
型発展という考え方は正しくない、という点。イメル
トはいう。「ブレークスルー・イノベーションをすす
んで導入するため、実のところ先進国を飛び越えてし
まうことも少なくない。」と。11）
　もう１つは、＜新興国固有のニーズに対応した製品
は競争力に乏しく、先進国では販売できない＞という
考え方。現実には、このような製品は、劇的な低価格
や新しい使用方法の開発などにより先進国でも新市場
を創造できる。
　この２つの指摘は、ＧＥの実践を通して得た新しい
視点であり、卓見だ。重要なのは、新興国市場ニーズ
に対応した商品を提供するというだけでなく、＜ブ
レークスルー・イノベーション（新興国は先進国の後
追い型で成長・発展するのではない）＞という発想で
ある。まさに、この観点でのビジネスモデルの再構築
が求められていると言えよう。
☆日本企業はどう対応しているか
　では、日本企業はどう対応しているか。先の「産業
構造ビジョン２０１０」では世界シェア急落の失敗事
例しか紹介されていないが、世界市場の構造変動に
しっかり対応している日本企業ももちろんある。12）Ｇ
Ｅのような戦略の命名・位置づけはしていないが。
　例えば、大塚製薬。大塚製薬は既に前々からアジア
に進出しているが、インドネシア現地法人「ＰＴアメ
ルタ・インダ・大塚」の成功事例は知る人ぞ知るケー
スだ。社長は板東義弘氏が務め、現地の日本人は板東
社長だけという。1997年にポカリスエットの生産・販
売を開始、2002年に黒字化する。そして、2005年から
は年率40％以上の伸び、現在年間４億本を売り上げる
までに成長・発展した。
　この成功は、現地の市場・顧客ニーズから生活慣習
までわたる調査にもとづく。イスラム教徒は酒を飲ま
ないので「二日酔いの身体に水分補給」という広告は
ダメ、また、風呂に入らないので「風呂上がりにさわ
やかな一杯」という売り込みも全く効かない。「病気
で発熱した時の水分補給に」「ラマダン明けの飲料に」
「疲れたときの疲労回復に」という広告、商品の位置
づけの変え、売上が伸びる。
　同社の経営は、2010年３月期・売上高約4,700億円、
経常利益約740億円、売上高経常利益率15.7％と極めて
順調に成長、リーマンショックの影響はまったく見ら
れない。
　もう１つ、ユニ・チャームのケースも成功事例だ。
ユニチャームは1997年にインドネシアに進出、現地法
人「ＰＴユニ・チャーム インドネシア」を設立。同社
長の宮林吉広氏は赴任以降、徹底した市場調査行う。
気候風土、習慣、生活環境、女性の生活スタイルや衛
生意識まで調査し、インドネシア向け商品を開発した。
低価格だが品質は落とさない商品であり、高価格の場
合は、小分けして低価格設定を行う。その結果、順調
に売上を伸ばし、インドネシア市場に定着した。
　同社は、生理用品や乳児用紙オムツは少子高齢化・
人口減の日本では衰退産業だが、アジア諸国では人口
増で平均年齢低く、若者が多い成長市場とみて進出す
るとともに、日本で売れた商品を売り込むという発想
ではなくあくまでもその国のニーズ・生活習慣に沿っ
た商品開発・販売を行った。
　同社の経営は、2010年３月期・売上高約3,600億円、
経常利益約460億円、売上高経常利益率12.8％と大塚製
薬と同様順調に成長、リーマンショックの影響も全く
ない。
　この両社の事例は、先のビジネスモデルでみれば、
市場・顧客のニーズを徹底的に調査し、提供商品・サー
ビス（提供価値）をそのニーズに合わせて開発・提供
した点に最大の成功要因があることを示している。
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４　オープン・イノベーションとビジ
ネスモデルの再構築
　では、世界市場の構造変動への対応を念頭に、ビジ
ネスモデルの再構築をどう行うか、その基本的視点は
何か。
☆オープン・イノベーションとは？
　ヘンリー・チェスブロウ（ハーバード大学ビジネス
スクール教授）は、21世紀のイノベーション手法はク
ローズド・イノベーションClosed Innovationからオー
プン・イノベーションOpen Innovationへと大きく転
換する、と説く。
　クローズド・イノベーションとは、「企業内での研
究開発により新技術・新製品を開発、販売し、利益を
あげ、それによりさらに研究開発を継続する。新技術
の知的財産権は厳しくガードし他社には利用させな
い。」という企業内に閉じたイノベーション手法であ
る。ＩＢＭ、ＧＥ、Ｘｅｒｏｘ等大企業は全て基礎研
究所をもち、クローズド・イノベーションを推進し成
功してきた。これは20世紀のイノベーション・モデル。
これに対して、オープン・イノベーションとは、「企
業内部と外部のアイディアを有機的に結合させ、価値
を創造する」13）という企業外とのネットワークにより
イノベーションを行う手法である。インテルやシス
コシステム等ベンチャー企業は基礎研究所を持たず、
ネットワークで商品開発・事業展開を行う。これが21
世紀のイノベーション・モデルである。
　例えば、Ｐ＆Ｇは1999年に外部イノベーション担当
ディレクターというポジションを創設し、2002年まで
に、全体に占める社外ディレクターの割合を10％から
50％に引き上げる目標を定めた。社内の科学者8,600
人より社外の150万人の科学者のアイディアを活用す
る方が望ましいから。Ｐ＆Ｇが開発しても商品化しな
かったものは３年後に他社利用に移行することとし
た、という。既存の大企業もオープン・イノベーショ
ンに移行しつつある。14）
　では、クローズド・イノベーション崩壊の要因は何
か。チェスブロウは、次の５点を指摘する。15）
　① 熟練労働者の流動性の高まり・・・長年蓄積した
知識・ノウハウが移転する。
　② 高学歴者の増加・・・大学・大学院卒業者の増加・
就職により、企業における知識レベルが向上した。
　③ ベンチャー・キャピタルＶＣの登場・・・ＶＣは
他社の研究を商品化するベンチャー企業を育成
し、大企業の脅威を育てている。
　④ 商品化スピードと短命な寿命・・・多くの商品の
市場に出るまでのスピードが速くなり、かつ新製
品寿命の短命化が進み、クローズド・イノベーショ
ンでは追いつけない。
　⑤ 海外企業との競争の激化・・・国内だけでなく海
外企業との競争も激しくなった。
　この要因は、知識が産業界に広く拡散するようにな
り、その活用可能性が拡大していること、また、商品
化スピードをめぐる企業間競争が世界レベルで激しく
なっていることの２つに集約できよう。こうした競争
条件の変化がクローズド・イノベーションを崩壊させ、
オープン・イノベーションを不可欠としている、と言
えよう。
☆オープン・イノベーションの鍵としてのビジネスモ
デル
　では、商品化スピードをめぐる企業間競争にどう対
応するか。クローズド・イノベーションでは、イノベー
ション＝新製品を最初に市場に出した企業が成功し
た。しかし、オープン・イノベーションでは、優れた
ビジネスモデルを構築するほうが、製品を市場に最初
に出すよりも重要になる。
　「あらゆる企業は、テクノロジー（アイディアを商
品・サービスに変える手段）を持っている。」16）その「テ
クノロジー自体には固有の価値はない。テクノロジー
の価値は、それを活用するビジネスモデルにより決定
される。２つの異なるビジネスモデルによってマー
ケットに出されると、同じテクノロジーでも生み出す
価値は異なることがある。テクノロジー自体がずば抜
けて良くなくとも、ビジネスモデルが良ければ高い価
値を生み出す。一方、テクノロジーが優れていても、
ビジネスモデルが劣っていれば、低い価値しか生み出
さないことがある。ビジネスモデルは、顧客が求める
ものを見出し、必要なテクノロジーを探し求める。そ
して、どのようにすれば価値を生み出すことができる
かを特定する。・・・知的財産のマネジメントについ
ても同様のことがいえる。」17）
　長々と引用したが、チェスブロウのこうしたアイ
ディア、テクノロジー、価値、ビジネスモデルの考え
方は、全くその通りであり、企業経営者は肝に銘じな
ければならない。
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☆ビジネスモデルを再定義する
　では、ビジネスモデルをどう定義するか。上記の検
討から推測できるように、チェスブロウは、ビジネス
モデルの位置づけ・役割を次のように提示する。
　・ ビジネスモデルの役割は、「あらゆる企業がテク
ノロジーのポテンシャルを経済的な価値に変換す
ること」18）である。
　・ つまり、「経済的価値の実現は、テクノロジーの
選択ではなく、ビジネスモデルの選択に依存す
る。」19）具体的には、技術的インプット（フィー
ジビリティ、パーフォーマンス等）を経済的アウ
トプット（価値、価格、利益等）に変換するのが、
ビジネスモデル（バリュ ・ープロポジション、マー
ケット・セグメント、バリュー・チェーン、コス
ト／マージン、バリュ ・ーネットワーク、競争戦略）
である。
　では、ビジネスモデルの機能・要素は何か。チェス
ブロウは次の６点として明確にする（この６点は、原
著より正確に全文訳出した－筆者）。
「１　 提供価値value propositionを明確にすること、つ
まり、テクノロジーが提供するものにより顧客
に対し創造される価値を明確にすること。
２　 対象市場market segmentを見つけること、つま
り、テクノロジーが役に立つ顧客とテクノロジー
が利用される用途を見つけること。
３　 企業の価値連鎖value chainの構造を明確にする
こと。この価値連鎖は、提供するものを創り配
分するとともに、価値連鎖のなかでの企業活動
に必要とされる補完的な条件等を決める。
４　 選択した提供価値と価値連鎖に基づき、企業が
収益を得るメカニズムを特定し、コスト構造cost 
structureと目標利益target marginを見積もるこ
と。
５　 潜在的な補完企業や競争相手を含めて、サプラ
イヤーや顧客と結びついた価値ネットワーク
value networkの中で、企業の位置を確認するこ
と。
６　 革新的な企業がライバル企業に対する優位性
を獲得し維持するための競争戦略competitive 
strategyを策定すること　　　　　　　　　」20）
　まず、ビジネスモデルの役割・性格についてである
が、上記の「顧客満足を利益に変換する仕組み」とこ
のチェスブロウの定義は同じ意味の別表現と言える。
チェスブロウのそれは、イノベーション・プロセスの
観点からの定義である。
　次に、機能・要素については、チェスブロウは、提
供価値、対象市場、価値連鎖21）、コスト構造／目標
利益、価値ネットワークおよび競争戦略の６点とし
て定義した。これをどう評価するか。提供価値value 
propositionは、上記のビジネスモデル定義の「何を（商
品・サービス）」を正確に言い換えた表現といえる。商
品・サービスを販売してどのような価値を提供するか、
ということである。対象市場market segmentは、上
記の「誰に（市場・顧客）」にあたる。価値連鎖value 
chainは、ポーターが提唱した考え方であるが、上記の
「どのようにして（提供方法）」に相当し、提供方法＝
価値連鎖として明確にしたことを高く評価したい。な
ぜならば、そのことにより、提供方法の構成要素を明
確に出来るだけでなく、上記ビジネスモデル定義の「利
益をあげる」ことが、コスト構造cost structureと目
標利益target marginの見積りとして明確にできるから
だ。また、価値ネットワークvalue networkもポーター
の概念であるが、これは価値連鎖の企業外の延長、つ
まりオープン・ネットワークの具体的あり方を決める。
最後の競争戦略competitive strategyは、ビジネスモデ
ルの構成要素には含めなくてよいのではないか（ビジ
ネスモデル自体が競争戦略の基本なので）。
　以上から、ビジネスモデルの機能・要素は、
　①誰に（市場・顧客＝対象市場）、
　②何を（商品・サービス＝提供価値）、
　③ どのような方法で（提供方法＝価値連鎖・価値ネッ
トワーク）、
　④利益をあげるか（コスト構造・目標利益）、
という体系的な仕組みである、と再定義できよう。
５　ビジネスモデル再構築への検討ポ
イント
　かくして、「産業構造ビジョン２０１０」における
＜ビジネスモデル再構築＞という重要な提起は、以上
のビジネスモデルの再定義をしっかりと確認するとと
もに、モデル再構築へのポイントとして次のビジネス
モデル・イノベーションの方向を認識し、具体化する
必要がある、と言えよう。市場・顧客、商品・サービス、
提供方法の３つの組合せは21通り（重複組合せ含む）
あるが、そのなかで重要とみられる組合せ＝ビジネス
モデル・イノベーションは大きく次の３つのケースで
あろう。ただし、これらのケースは、市場・顧客＝グ
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ローバル／アジア市場という前提条件のもとで、また、
ＳＷＯＴ分析や５Force分析も組み込んで検討する必
要があることは言うまでもない。
　Ａ　提供方法改善のケース（上記③を改善、①、②
は変更なし）
　まず、市場・顧客＝対象市場と商品・サービス＝提
供価値は変えないで、徹底的に提供方法＝価値連鎖・
価値ネットワークの改善・改革を図り、コスト削減・
利益アップをめざす。現在の自社の価値連鎖・価値ネッ
トワークを徹底的に見直し、開発、調達、製造、流通
などのバリューチェーン／サプライチェーンの改善・
再構築（オープン・イノベーションの導入等）を図り、
コスト削減や時間短縮等を達成し、利益の出る仕組み
を再構築する。企業内部では見直しに限界がでるので、
外部のコンサルタント等の支援・指導が不可欠になる
であろう。
　Ｂ　市場開拓・拡大のケース（上記③と①を改善、
②は変更なし）
　第２に、既存（現在）の商品・サービス＝提供価値
を前提にして、市場・顧客＝対象市場の拡大を図る（市
場開発）。この場合は２つの方法がある。１つは、既
存市場とは異なる別の市場（例えば、他の地域や国の）
を開拓する。もう１つは、提供方法＝価値連鎖・価値
ネットワークの改善・改革（オープン・イノベーショ
ン）を行い、市場の深耕や拡大を図る。例えば、海外
の見本市等で取引相手の拡大を図る、また、アジア市
場での需要があるかもしれないので、第１次的に、ホー
ムページの改善・充実等のよる自社の情報力の強化、
アジアの企業等とのネットワーク構築などがあげられ
る。
　Ｃ　新商品・サービス開発のケース（上記②を変え、
①、③も変更あり）
　このケースは、新技術・新製品開発の場合で、大き
く２つのケースに分かれる。１つは新商品・サービス
を既存市場に投入する（製品開発）。この場合も提供
方法が変化する場合としない場合がある。２つには、
商品・サービス＝提供価値、市場・顧客＝対象市場、
提供方法＝価値連鎖・価値ネットワーク（オープン・
イノベーション）の３つすべてが新しいケースである。
既存企業における多角化、ベンチャー起業のビジネス
モデルがこれにあたる。この場合は、コスト構造・目
標利益の見積もりも周到に行う必要がある。
　以上の３ケースを基本に派生ケースも検討し、時間
観念を明確にして、工程表（準備含む）を作成する必
要がある（人材等諸経営資源確保、ネットワークづく
り等）。
＜注＞
１） 経済産業調査会『産業構造ビジョン２０１０』（2010
年７月）26頁
２） 原田誠司「ビジネスモデル戦略と企業競争力の再構
築」（長岡大学地域研究センター『地域研究』第７
号、2007年11月）を参照。ＤＩＡＭＯＮＤハーバー
ド・ビジネス・レビュー『ビジネスモデル戦略論』
（ダイヤモンド社、2006年10月）によれば、「顧客ター
ゲット」、「提供する商品・サービス」、「提供方法」
の３点の改革からビジネスモデル・イノベーション
を判断、評価した調査が紹介されている（同書140
～ 143頁）。
３） ドラッカーの企業論については、原田前掲論文を参
照されたい。ドラッカーは、企業を社会諸機関（学
校、病院等）の１つと位置づける。したがって、企
業の目的は利益ではなく、「顧客の創造」である（企
業は、顧客に受け入れられる財・サービスの効用＝
顧客の満足を提供する）と定義する。企業の目的は、
需要の側（顧客の効用＝満足）から決める。
　その企業の基本的機能は、「マーケティング」と「イ
ノベーション」である！マーケティングは、「顧客を
理解し、製品とサービスを顧客に合わせ、おのずか
ら売れるようにする」活動である。そして、イノベー
ションは、「新しい顧客満足を生み出す」活動。成長
のためには、イノベーション機能が不可欠である。
　利益とは、原因ではなく結果である。マーケティ
ング、イノベーション、ビジネスモデル（生産性向
上）の結果、手にするものである。利益は、成果の
判定基準であり、不確定性というリスクに対する保
険であり、よりよい労働環境を生むための原資であ
り、さらに医療、国防、教育、オペラなど社会的サー
ビスと満足をもたらす原資である。
４） Ｃ．Ｋ．プラハード『ネクスト･マーケット(増補改
訂版)』（2010年７月、英治出版）31頁
５） Ｃ．Ｋ．プラハード前掲書37頁
６） Ｃ．Ｋ．プラハード前掲書31頁
７） 『大前研一の新しい資本主義の論点』（大前研一編著、
ダイヤモンド社、2010年８月）201頁。Ｊ．Ｒ．イ
メルト他「ＧＥのリバース・イノベーション戦略」
が掲載されている。同論文の初出は『ＤＩＡＭＯＮ
Ｄハーバード・ビジネス・レビュー』2010年１月号。
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10） 大前研一前掲書205頁
11） 大前研一前掲書205頁
12） 大前研一前掲書37 ～ 40頁を参考に筆者の調査等に
よる。
13） Ｈ．Ｃｈｅｓｂｒｏｕｇｈ “Ｏｐｅｎ　Ｉｎｎｏｖ
ａｔｉｏｎ”（大前恵一朗訳、産業能率大学出版部、
2004年10月）８頁
14） この部分はチェスブロウ前掲書11頁を参照されたい。
15） チェスブロウ前掲書７頁を参照されたい。
16） チェスブロウ前掲書11頁
17） チェスブロウ前掲書14頁
18） チェスブロウ前掲書76頁
19） チェスブロウ前掲書82頁
20） チェスブロウ前掲書77頁。原著：Ｈ．Ｃｈｅｓｂｒ
ｏｕｇｈ “Ｏｐｅｎ　Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ”（ハー
バード・ビネススクール出版、2003年）64 ～ 65頁
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図表１　バリューチェーン概念図
全般管理（インフラストラクチャ）
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????
21） 価値連鎖value chainは、ハーバード・ビジネスス
クール教授のＭｉｃｈａｅｌ．Ｅ．Ｐｏｒｔｅｒが
『競争優位の戦略』（1985年）のなかで提唱した企業
の競争優位の源泉である企業内部の価値活動の考え
方、分析手法。製品やサービスを顧客に提供すると
いう企業活動を、①主活動（購買、製造、出荷、流
通・販売、サービスの各業務）の一連の流れの中で
順次、コストと価値を蓄積・付加していく活動とと
らえ、②支援活動（人的資源管理、技術開発、調達）
によりこの主活動を効率化させて、顧客に向けて最
終的な “価値” を生み出すとする考え方である。下
図のとおり。また、価値連鎖は企業内の概念である
が、外部の企業とのネットワーク（上流から下流ま
で）は価値ネットワークとして、同様の分析対象と
して位置づけている。オープン・イノベーションを
考える場合に便利な概念である。
